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 令和８年６月１８日(木)午後２時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

■ 大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課が、６月５日にまとめた府内の夏季一時金 
要求・回答・妥結状況は以下のとおりです。【単純平均（１組合あたり平均）】 

 
◇ 要求・回答・妥結額の水準 

 

区 分 
令和８年 

（第１報・６月５日集計） 

令和７年 

（第１報・６月４日集計） 

要 求 
（４５３組合） 

８３７，６０４円 

（４２６組合） 

７９０，５９３円 

回 答 
（２９６組合） 

７４１，３０９円 

（３０５組合） 

７１１，４１２円 

 うち、妥結 
（２６８組合） 

７５５，９０８円 

（２７３組合） 

７１５，３３８円 

 
 
◇ 企業規模(従業員数)別の回答・妥結状況 

 

企業規模 
（従業員数） 

集計 
組合数 

回答額（円） 

 

うち、妥結 

集計組合数 妥結額（円） 

２９９人 

以下の 

内訳 

２９人以下 １２ ５９６，００７ ８ ５９８，４５７ 

３０～９９人 ３６ ５３１，５６４ ２４ ５３９，１９７ 

１００～２９９人 ６５ ６８１，３６２ ６１ ６８５，８７２ 

２９９人以下 １１３ ６２４，５７４ ９３ ６４０，５０１ 

３００～９９９人 ８５ ７４９，０８７ ７８ ７４９，４５５ 

１，０００人以上 ９８ ８６９，１６６ ９７ ８７１，７４６ 

 

連 絡 先 

大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課 
地域労政グループ 澤井・山口 

▽直 通 06-6946-2606 

 

◇ 要求額   ８３７，６０４円（４５３組合） 

◇ 回答額   ７４１，３０９円（２９６組合） 

◇ 妥結額   ７５５，９０８円（２６８組合） 
 

※令和８年６月５日までに組合から回答のあった額の単純平均です。 
 

令和８年 
夏季⼀時⾦要求・妥結状況 第１報 
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◇ 産業別の要求・回答・妥結状況【単純平均】 

 
※集計組合数が少ない業種は、平均額の精度が十分でないとみられることから、結果の利用にあたってはご留意ください。 

※要求組合数が、回答組合数または妥結組合数より少なくなっている業種がありますが、これは夏季及び年末一時金を年間 

一括で要求する方式を採用する組合があり、要求額の内訳が把握できなかったこと等によるものです。 

要求組合 要求額 回答組合 回答額 妥結組合 妥結額
(組合） (円） （組合） （円） （組合） （円）

453 837,604 296 741,309 268 755,908

218 824,523 179 774,169 170 783,578
8 740,077 9 734,833 9 734,833

4 572,240

8 717,537 7 689,440 6 703,700

21 959,272 22 848,596 20 871,275

1 727,508

1 760,000 1 760,000 1 760,000

3 764,223 4 735,246 4 735,246

9 933,333

28 801,716 26 727,591 26 727,591

12 820,321 7 694,432 6 721,838

40 707,905 26 571,820 23 574,981

57 893,278 47 826,954 45 833,756

3 892,387 2 1,061,200 2 1,061,200

11 817,392 12 978,332 12 978,332

1 854,000 2 884,600 2 884,600

8 836,185 9 771,276 9 771,276
3 911,422 5 936,196 5 936,196

235 849,739 117 691,037 98 707,911

16 909,626 15 894,200 15 894,200

22 998,692 20 884,819 19 892,983
うち、通信・放送 8 860,942 8 858,703 8 858,703
うち、情報サービス 2 1,102,224 1 983,000 1 983,000
うち、情報制作（出版等） 12 1,073,270 11 894,887 10 911,405

160 848,320 55 565,913 44 565,099
うち、私鉄・バス等 12 864,140 15 705,237 15 705,237
うち、道路貨物輸送 99 808,706 31 447,539 25 457,748
うち、郵便業
うち、その他 49 924,482 9 741,444 4 710,529

20 767,963 18 694,558 12 719,626

うち、金融・保険業
うち、不動産業
うち、物品賃貸業

2 1,000,000 1 1,050,000 1 1,050,000

2 499,162 1 515,821 1 515,821

1 371,266 1 185,633 1 185,633

7 641,662 1 727,836 1 727,836
うち、教育・学習支援業
うち、医療・福祉 7 641,662 1 727,836 1 727,836

5 842,322 5 727,068 4 754,100
うち、複合サービス事業 1 773,673 1 618,938
うち、自動車整備・機械修理 1 637,225 1 509,780 1 509,780
うち、賃貸・広告業 1 1,379,599 1 1,190,305 1 1,190,305

うち、その他 2 710,556 2 658,158 2 658,158

製造業計

要求状況 回答状況 妥結状況

非鉄金属

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼

電気・ガス・熱供給・水道業

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造

非製造業計

農林水産業

鉱業・採石・砂利

建設業

全産業計

複合サービス業、サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

情報通信業

運輸業 ・郵便業

卸売・小売業

金融・保険、不動産、物品賃貸業
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【参考】 
 

◇ 支給月数が算出可能（平均賃金額が明らか）な組合における妥結状況 

    （集計対象組合数：２４９組合）  

区 分 平均賃金額 妥結額 支給月数 

 

妥 結 

     

単純平均 ３１９，０１４円 ７７９，６０９円 ２．４４か月 

加重平均 ３４１，３９５円 ８７８，８５５円 ２．５７か月 

  ※本結果は、第１報時点で妥結済みの２６８組合のうち、平均賃金額も明らかな同一の２４９組合を集計 

したものです。 

 

 

◇ 妥結額が明らかな同一組合における対前年比較     

（集計対象組合数：２４７組合）  

区 分 令和８年 令和７年 
対前年比金額 

（率） 

 

妥 結 

     

単純平均 ７６０，２１４円 ７４１，２３６円 
１８，９７８円増 

（２．６％増） 

加重平均 ８６７，５６０円 ８４３，４８２円 
２４，０７８円増 

（２．９％増） 

※本結果は、第１報時点で妥結済みの２６８組合のうち、前年の妥結額も明らかな同一の２４７組合で 

比較したものです。なお、本結果の詳細については、詳細分析報告にて発表します。 

 

集計方法について 

            単純平均＝各組合の妥結額の合計／各組合数の合計 

            加重平均＝（各組合の妥結額×各組合の組合員数）の合計／各組合の組合員数の合計 

 

   【今後のホームページでの公表予定】 

    第２報：６月下旬 

    最終報：７月下旬 

    詳細分析報告：８月上旬 

 

◆大阪府労働環境課 ホームページ 

調査資料一覧 

    https://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/  
    

※右のＱＲコードからもご覧いただけます。 
 
 
 

https://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/

